
第３章 野菜生産の現状



１ 野菜生産の現状

（１） 野菜の位置

ア 農業産出額

令和2年の野菜の農業産出額は127億円で、耕種部門において重要な作物となっている。平成2年

の204億円から減少が続き、平成12年から平成27年は120億円前後で推移していたが、平成28年か

らは150億円前後の推移と増加傾向となっている。農業産出額に占める野菜の割合は、平成7年以

降約13～16％で推移している。

○沖縄県の農業産出額の推移 （単位：億円）

平2 平7 平12 平17 平22 平27 平28 平29 平30 令元 令2

さとうきび 250 212 166 143 187 162 217 168 161 152 187

野 菜 204 158 120 116 128 122 144 153 158 146 127

花 き 149 159 139 129 108 107 101 97 88 93 74

果 樹 37 44 36 60 52 57 57 60 60 60 60

葉たばこ 26 47 49 35 47 32 38 41 43 39 38

畜 産 360 358 360 393 370 426 440 457 449 459 397

そ の 他 43 44 32 29 32 29 28 29 29 28 27

合 計 1,069 1,022 902 905 924 935 1,025 1,005 988 977 910

野菜の割合 19.1% 15.5% 13.3% 12.8% 13.9% 13.0% 14.0% 15.2% 16.0% 14.9% 14.0%

資料：内閣府沖縄総合事務局農林水産部「沖縄農林水産統計年報」

農林水産省「生産農業所得統計」

（２） 野菜生産の動向

ア 作付面積

作付面積は、平成9年までは3,400ha前後で推移していたが、平成10年以降次第に減少に転じ、

令和2年は2,535haとなっている。

イ 収穫量

収穫量は、平成7年の70,700トンから次第に減少していたが、近年は、51,000～58,000トン程度

で推移しており、令和2年は51,686トンとなっている。

ウ 出荷量

出荷量は、平成7年の53,000トンから次第に減少していたが、近年は、43,000～49,000トン程度

で推移しており、令和2年は44,028トンとなっている。

○沖縄県における野菜の作付面積、収穫量、出荷量の推移 (単位：ha、千トン)

平7 平12 平17 平22 平27 平28 平29 平30 令元 令2

作付面積 3,440 3,040 2,550 2,778 2,853 2,838 2,909 2,788 2,605 2,535

収穫量 70.7 61.2 54.9 54.0 58.6 58.0 58.5 55.6 52.4 51.7

出荷量 53.0 46.6 44.4 43.8 49.5 48.8 49.9 47.2 44.5 44.0

資料 平成18年以前：沖縄総合事務局「園芸・工芸農作物市町村別統計書」

平成19年～平成28年の作付面積：農林水産省「農林水産統計」

平成29年以降の作付面積：沖縄県園芸振興課資料

平成19年以降の収穫量、出荷量：沖縄県園芸振興課資料
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エ 野菜販売目的の栽培面積規模別農家数
平成27年の栽培面積規模別農家数は、0.3ha未満の規模が46％と最も多い。1ha以上の規模は

12％程度となっている。

○野菜販売目的の栽培面積規模別農家数（露地） （単位：戸）
年度 栽培農家数 0.1ha未満 0.1～0.5 0.5～1.0 1.0～2.0 2.0ha～

平2年 4,335 846 2,529 743 192 25

平12年 2,853 371 1,723 529 167 63

平17年 2,790 493 1,676 471 126 24

平22年 2,619 337 1,543 507 163 69

資料：農林水産省「農林業センサス」
注）平成７年は調査項目が異なるため省略
注）H17年度から面積範囲が異なるため、0.1～0.5haと集約

年度 栽培農家数 0.3ha未満 0.3～0.5 0.5～1.0 1.0～2.0 2.0ha～

平成27年 2,619 1,129 649 565 191 73

令和２年 1,858 863 412 365 142 76

注）H27年度から面積範囲が異なるため、別表で追加

（３） 主要野菜の生産動向
沖縄県において生産されている主要な野菜の収穫量は年によって増減はあるものの、令和２年

と平成24年の対比でみると、トマト(142%)、ピーマン(118%）、かぼちゃ(116%)、にんじん（113%）
等を中心に増加している。

○沖縄県における主要野菜の収穫量の推移 (単位：千トン)

平24年 平25年 平26年 平27年 平28年 平29年 平30年 令元年 令２年 対 比
(R2/H24)

ゴーヤー 7.2 8.1 7.9 8.1 8.5 7.9 7.3 6.6 6.7 93%

キャベツ 8.4 8.3 7.6 6.6 6.8 6.6 - - - -

レ タ ス 4.6 4.6 5.0 5.0 5.4 5.6 4.7 5.0 4.9 107%

す い か 2.0 2.0 2.1 2.3 2.5 - - - - -

ばれいしょ 1.7 1.7 - - 1.1 1.1 - - - -

とうがん 2.7 2.9 2.9 3.1 2.6 2.6 2.8 2.5 2.9 107%

にんじん 2.3 2.8 3.1 3.5 2.9 3.3 2.8 2.4 2.6 113%

かぼちゃ 3.1 3.3 3.5 3.5 3.6 3.7 3.8 3.6 3.6 116%

ト マ ト 2.4 3.2 3.4 3.5 3.6 3.9 3.4 3.3 3.4 142%

さやいんげん 2.0 1.9 2.2 2.2 1.8 1.9 2.2 2.0 2.1 105%

きゅうり 2.6 3.3 2.9 3.0 2.7 3.1 - - - -

ピーマン 2.2 2.4 2.6 2.6 2.5 2.7 2.6 2.5 2.6 118%

だいこん 1.0 1.0 - - 0.7 - - - - -

オクラ 1.2 1.4 1.3 1.6 1.7 1.6 1.4 1.3 1.1 92%

資料 農林水産省「野菜生産出荷統計」（ゴーヤー、とうがん、オクラ除く）

沖縄県園芸振興課資料（ゴーヤー、とうがん、オクラ）
（※「-」は事実不詳又は調査を欠くもの）
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（４） 野菜の県外出荷状況（JAおきなわ取扱い分）

ア 出荷量

沖縄県では、亜熱帯地域の温暖な気象条件を生かした野菜生産が行われており、県外の冬春期

における野菜供給産地として定着しつつある。

JAおきなわ取扱いにおける令和３年度の品目別出荷量の増減をみると、ばれいしょ、レタス、

とうがん、さやいんげん、にんじん、ピーマン、トマト、かぼちゃ、オクラが増加し、ゴーヤー、

すいかが減少した。出荷量は5,271トンとなり、前年度より467トン増加した。

イ 出荷額

JAおきなわ取扱いにおける野菜の県外出荷額は、約28億円となった。

○野菜の県外出荷の推移（JAおきなわ取扱い分） (単位：トン、百万円)

年度 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令元 令２ 令３

ゴーヤー 958 1,173 1,225 1,438 1,138 1,130 1,163 1,178 1,116

すいか 156 189 172 197 150 160 147 111 103

ばれいしょ 59 97 40 23 37 67 38 23 37

出 レタス 30 140 198 181 301 146 129 113 138

とうがん 916 865 891 828 658 739 759 535 674

荷 さやいんげん 697 770 791 780 773 843 825 702 747

にんじん 156 221 182 150 281 269 217 131 139

量 ピーマン 123 108 81 36 28 100 102 40 77

トマト 490 407 760 477 233 337 337 262 311

かぼちゃ 1,125 1,180 1,450 1,137 1,016 1,651 1,143 984 1,070

オクラ 446 454 513 608 468 344 276 393 487

その他野菜 396 431 311 328 418 365 391 333 372

合 計 5,551 6,035 6,614 6,183 5,501 6,151 5,541 4,804 5,271

ゴーヤー 384 449 515 547 467 435 466 485 465

すいか 37 44 40 52 42 39 38 25 27

ばれいしょ 12 17 9 5 7 11 7 5 9

出 レタス 4 26 33 24 45 14 15 15 21

とうがん 163 152 154 141 122 142 138 96 131

荷 さやいんげん 631 699 725 685 739 710 708 637 641

にんじん 25 31 25 21 40 35 32 20 20

額 ピーマン 44 36 32 15 13 39 36 20 35

トマト 154 123 242 141 66 96 105 76 88

かぼちゃ 419 491 611 508 451 603 455 404 452

オクラ 349 368 432 470 339 325 272 413 479

その他野菜 422 457 392 344 474 434 461 396 426

合 計 2,643 2,893 3,210 2,953 2,805 2,883 2,745 2,592 2,794

資料：JAおきなわ営農販売部資料

注）各年度期間は4～3月

（５） 沖縄県中央卸売市場における野菜の取扱状況

ア 市場における野菜の取扱数量

沖縄県中央卸売市場における野菜の取扱数量は、平成13年の7万トンをピークに減少傾向にあり、

令和3年は3万8千トンとなっている。近年の県内産比率は40％程度となっている。

イ 市場における野菜の取扱金額

沖縄県中央卸売市場における野菜の取扱金額は、平成10年の120億円をピークに、その後100億

円前後で推移していたが、令和3年は約76億円となっている。近年の県内産比率は48％前後で推移

している。
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○沖縄県中央卸売市場における野菜取扱数量及び金額の推移 (単位：千トン、百万円）

平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令元 令２ 令３

県 内 産 17.8 20.5 20.5 20.7 18.7 19.2 18.6 16.4 16.1 15.2

数 県 外 産 35.5 31.1 30.9 29.5 27.1 28.4 27.8 26.6 24.0 22.6

量 合 計 53.3 51.6 51.4 50.2 45.8 47.6 46.4 43.0 40.1 37.8

県内産比率 33% 40% 40% 41% 41% 40% 40% 38% 40% 40%

県 内 産 4,663 4,715 4,600 5,072 4,910 4,782 4,821 4,185 3,870 3,641

金 県 外 産 5,323 5,109 4,945 5,339 5,410 4,879 5,113 4,476 4,248 4,008

額 合 計 9,986 9,823 9,546 10,411 10,320 9,661 9,934 8,661 8,119 7,649

県内産比率 47% 48% 48% 49% 48% 49% 49% 48% 48% 48%

資料：沖縄県中央卸売市場「市場年報」 注）：県外産は外国産を含む

ウ 市場における野菜の月別取扱数量

令和3年の沖縄県中央卸売市場における野菜の月別取扱数量は、3月が3,866トンと最も多く、

9月が2,523トンと最も少ない。県内産比率は、2～5月が過半数を占める一方、夏秋期の6～11月

は、台風や高温等の影響により17～24％と低迷している。

○沖縄県中央卸売市場における野菜の月別取扱数量(令和3年） (単位：千トン)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

県内産 1.6 2.0 2.6 2.1 1.7 0.8 0.5 0.5 0.5 0.5 0.8 1.4 15.1

県外産 1.8 1.3 1.2 1.3 1.5 1.8 2.4 2.3 2.0 2.3 2.4 2.2 22.6

合 計 3.4 3.4 3.9 3.5 3.2 2.5 2.9 2.8 2.5 2.7 3.3 3.7 37.7

県内産比率 47% 59% 67% 60% 53% 32% 17% 18% 20% 19% 24% 38% 40%

資料：沖縄県中央卸売市場「市場年報」 注）：県外産は外国産を含む

（６） 野菜指定産地の概要

沖縄県の野菜指定産地は、昭和62年に本部町の冬キャベツ、旧勝連町の春夏及び冬にんじんが

指定されたのを皮切りに、現在は、にんじん、レタス、トマト及びピーマンの4品目で6種別4産地

となり、県内及び県外市場への供給産地となっている。

○沖縄県における野菜指定産地の指定状況

種 別 産地名 指定年度 区 域

春夏にんじん 喜屋武 H6年度 糸満市

冬にんじん 〃 H7年度 糸満市

春レタス 沖縄本島南部 H7年度 糸満市、豊見城市、南城市及び島尻郡八重瀬町

冬レタス 沖縄本島南部 H7年度 糸満市、豊見城市、南城市及び島尻郡八重瀬町

冬春トマト 饒 波 H8年度 豊見城市

冬春ピーマン 具志頭玉城 H9年度 南城市のうち旧玉城村の区域及び島尻郡八重瀬町のうち

旧具志頭村の区域
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２ 野菜の施設栽培の現状

沖縄県における野菜の施設栽培面積は、県外出荷用野菜及び県内向け野菜の増加に伴い、平成

29年には、405.2haの整備面積となっている。

○野菜の栽培面積(平成29年11月1日～30年10月31日までの間に栽培された面積）

区 分 北部 中部 南部 宮古 八重山 県計

ハウス設置面積（千㎡） 714 399 2,136 761 42 4,052

施設農家戸数（戸） 407 343 1,354 585 22 2,711

一戸当たり面積（千㎡） 1.7 1.2 1.6 1.3 1.9 1.5

資料：「園芸用ガラス室・ハウス等の設置状況調査（平成29～30年）」園芸振興課調べ
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３　野菜関係事業の概要

（１）野菜の生産振興施策体系（令和4年度）

野

菜

の

生

産

振

興

生 産

対 策

流通・販売
対策

経営安定
対策

安定生産施設機械の整備

栽培技術及び生産性向上

拠点産地における産地体制の強化支援

安定生産・安定出荷体制の構築

・重要野菜価格安定対策事業

野菜価格安定対策

・特定野菜価格安定対策事業

・沖縄型耐候性園芸施設整備事業

・沖縄野菜安定生産出荷対策事業

・園芸産地生産支援事業

・園芸拠点産地生産拡大事業

環境保全型農業の推進

集出荷場、鮮度保持施設等の整備

・指定野菜価格安定対策事業

・特定地域経営支援対策事業

・特定地域経営支援対策事業

・産地生産基盤パワーアップ事業
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合 計 26,790 11,750 1,250 2,500 11,290

1,250 2,500 3,750国頭村 国頭村農業青年会議 ズッキーニ 簡易パイプハウス資材 13,750 6,250

そ の 他

西原町
JAおきなわ西原支店
キャベツ生産者

キャベツ トラクター、防除機をリース導入 13,040 5,500 0 0 7,540

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名） 国 庫 県 費 市町村費

60,323 0 113,103

令和２年度　 産地生産基盤パワーアップ事業（国庫） 単位： 千　円

合 計 414,711 241,285

18,420

大宜味村
（大宜味第2地区）

大宜味青果組合 ゴーヤー・スイカ
強化型パイプハウス
(7,716㎡）

83,600 48,640 12,160 0 22,800

0 9,600

今帰仁村
（今帰仁村第5地
区）

沖縄県農業協同組合 スイカ
強化型パイプハウス
(7,248㎡）

67,540 39,296 9,824 0

10,544 0 19,770

今帰仁村
（今帰仁村第5地
区）

沖縄県農業協同組合 きゅうり・ゴーヤー
強化型パイプハウス
(3,900㎡）

35,200 20,480 5,120

糸満市
（糸満ピーマン第1
地区）

沖縄県農業協同組合 ピーマン
強化型パイプハウス
（8,307㎡）

72,490 42,176

16,740

糸満市
（糸満ゴーヤー第1
地区）

沖縄県農業協同組合 ゴーヤー
強化型パイプハウス
(4,824㎡）

46,761 27,206 6,802 0 12,753

0 3,582

糸満市
（糸満きゅうり第2地
区）

沖縄県農業協同組合 きゅうり
強化型パイプハウス
(5089.5㎡）

61,380 35,712 8,928 0

5,034 0 9,438

宮古島市
（宮古島市第７地
区）

沖縄県農業協同組合 とうがん
強化型パイプハウス
(1,548㎡）

13,134 7,641 1,911

国 庫 県 費 市町村費 そ の 他

宮古島市
（宮古島市第７地
区）

沖縄県農業協同組合 ゴーヤー
強化型パイプハウス
(4,284㎡）

34,606 20,134

令和２年度　 災害に強い高機能型栽培施設の導入推進事業（国庫） 単位： 千　円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名）

0 30,153

合 計 433,573 261,724 32,715 0 139,134

8,311 0 34,909

八重瀬町
（八重瀬町具志頭第
三地区）

沖縄県農業協同組合 ピーマン
高生産性農業用機械施設
（野菜温室 8,853㎡）

94,765 57,433 7,179

八重瀬町
（八重瀬町具志頭第
三地区）

沖縄県農業協同組合 ピーマン
高生産性農業用機械施設
（野菜温室 10,280.4㎡）

109,711 66,491

負担区分

（地区名） 国 庫 県 費 市町村費 そ の 他

（ ２ ） 野 菜 関 係 補 助 事 業 実 績

令和２年度　 特定地域経営支援対策事業（国庫） 単位： 千　円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

17,225 0 74,072
石垣市
（名蔵地区）

（有）平安名 かぼちゃ、他
農畜産物集出荷貯蔵施設
（集出荷施設840㎡、選別機）

229,097 137,800
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303,841 184,145 23,018 0 96,678

令和３年度　 特定地域経営支援対策事業（国庫） 単位： 千　円

市町村名
事業主体

豊見城市
（豊見城第３地区）

沖縄県農業協同組合

合 計

負担区分

（地区名） 国 庫 県 費 市町村費 そ の 他
対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

今帰仁村
（今帰仁地区）

（有）今帰仁すいか すいか
農畜産物集出荷貯蔵施設
（野菜集出荷調整施設340㎡、選別機）

85,878 52,047 6,506 0 27,325

八重瀬町
（八重瀬町具志頭第
四地区）

沖縄県農業協同組合 ピーマン
高生産性農業用機械施設
（野菜温室14,472.9㎡）

177,991 107,873 13,484 0 56,634

トマト
高生産性農業用機械施設
（野菜温室2,718㎡）

39,972 24,225 3,028 0 12,719

令和３年度　 災害に強い高機能型栽培施設の導入推進事業（国庫） 単位： 千　円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名）

宮古島市
（宮古島市第8地区）

沖縄県農業協同組合 ゴーヤー
強化型パイプハウス
(6,300㎡）

52,470 30,528

17,600 4,400

国 庫 県 費 市町村費 そ の 他

6,592 0

7,632 0 14,310

糸満市
（糸満さやいんげん
第三地区）

沖縄県農業協同組合 さやいんげん
強化型パイプハウス
（2,988㎡）

30,250

0 31,950

0 8,250

糸満市
（糸満市ピーマン第
二地区）

沖縄県農業協同組合 ピーマン
強化型パイプハウス
(4,243.2㎡）

45,320 26,368

42,416 0

12,360

今帰仁村
（今帰仁すいか第1
地区）

（有）今帰仁すいか すいか
強化型パイプハウス
(8,991㎡）

117,150 68,160 17,040

合 計 291,605 169,660 79,529

6,752 0 12,659
糸満市
（糸満きゅうり第三地
区）

沖縄県農業協同組合 きゅうり
強化型パイプハウス
(3,435.9㎡）

46,415 27,004
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令和2年度　 園芸産地機械整備事業（国庫） 単位： 千　円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名）

2,860 0

名護市 名護市 トマト 糖度選別機 14,300 9,152 2,288 2,860 0

国 庫 県 費 市町村費 そ の 他

令和2年度　園芸拠点産地生産拡大事業 （ 県単 ） 単位： 千 円

合 計 14,300 9,152 2,288

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名） 県費 市町村費 その他

宮古島市 沖縄県農業協同組合 とうがん 実証展示ほ（施設の高度利用） 2,475 900 0 1,575

合 計 2,475 900 0 1,575

令和2年度　沖縄県農業生産・経営対策事業 （ 県単 ） 単位： 千 円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名） 県費 市町村費 その他

宮古島市 宮古島市 とうがん 実証試験 93 62 31

254

0

223 0竹富町 竹富町 かぼちゃ、ばれいしょ 栽培講習会開催、実証試験 651 428

沖縄県 沖縄県農業協同組合 輸入急増野菜 野菜産地の紹介 532 322

（地区名）

0 210

合 計 1,276 812 210

354

令和2年度　 島ヤサイ産地拡大推進事業 （ 県単 ） 単位： 千　円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

0

県費 市町村費 その他

中城村 中城村 島ニンジン 協議会開催、実証展示ほ 708 354

354 0合 計 708 354

令和3年度　園芸拠点産地生産拡大事業 （ 県単 ） 単位： 千 円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名） 県費 市町村費 その他

南部広域(糸満市･八重瀬町) 沖縄県農業協同組合 ピーマン 実証展示ほ（施設の高度利用） 2,310 840 0 1,470

合 計 2,310 840 0 1,470

令和3年度　沖縄県農業生産・経営対策事業 （ 県単 ） 単位： 千 円

市町村名
事業主体 対 象 野 菜 事 業 内 容 事業費

負担区分

（地区名） 県費 市町村費 その他

石垣市 JAおきなわ八重山地区営農振興センター オクラ 実証試験 879 532 347 0

竹富町 竹富町 かぼちゃ、ばれいしょ 栽培講習会開催、実証試験 919 611 308 0

沖縄県 沖縄県農業協同組合 輸入急増野菜 野菜産地の紹介 693 420 0 273

655 273合 計 2,491 1,563
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(3)補助事業による野菜集出荷施設の整備状況（450㎡以上）

年度 市町村名 事 業 主 体 事 業 量 事 業 名

52 今帰仁村 今帰仁村農協 502㎡ 農業構造改善事業等

52 東風平町 東風平町農協 538㎡ 農業構造改善事業等

52 下地町 下地町農協 551㎡ 農業構造改善事業等

53 平良市 宮古郡農協 743㎡ 農業構造改善事業等

54 広 域 経済連（古波蔵） 1,440㎡ 農業構造改善事業等

55 大里村 大里村農協 825㎡ 野菜産地総合整備対策事業

55 伊良部町 伊良部町農協 640㎡ 農業構造改善事業等

56 名護市 名護農協 660㎡ 野菜産地総合整備対策事業

56 石川市 石川農協 552㎡ 農業構造改善事業等

56 具志川市 具志川市農協 496㎡ 農業構造改善事業等

56 城辺町 宮古郡農協 996㎡ 野菜産地総合整備対策事業

56 上野村 宮古郡農協 495㎡ 農業構造改善事業等

56 石垣市 大浜農協 990㎡ 農業構造改善事業等

57 名護市 屋部農協 600㎡ 野菜産地総合整備対策事業

57 沖縄市 美里農協 564㎡ 農業構造改善事業等

57 知念村 知念村農協 520㎡ 野菜産地総合整備対策事業

57 糸満市 真壁農協 570㎡ 農業構造改善事業等

58 豊見城村 豊見城村農協 810㎡ 野菜産地総合整備対策事業

58 具志川村 久米島農協 634㎡ 農業構造改善事業等

58 伊良部町 伊良部町農協 782㎡ 野菜産地総合整備対策事業

60 糸満市 兼城農協 672㎡ 野菜産地総合整備対策事業

60 南風原町 南風原町農協 495㎡ 野菜産地総合整備対策事業

62 広 域 経済連（浦添市） 2,790㎡ 農業構造改善事業等

2 読谷村 読谷村 792㎡ 農業構造改善事業等

2 多良間村 宮古郡農協 525㎡ 野菜産地総合整備対策事業

2 広 域 経済連（名護市） 1,896㎡ 農業構造改善事業等

3 伊是名村 伊是名村農協 680㎡ 野菜産地総合整備対策事業

3 石垣市 石垣農協 683㎡ 野菜産地総合整備対策事業

4 具志川村 久米島農協 475㎡ 野菜産地総合整備対策事業

6 広域 やんばる農協 1,375㎡ 野菜産地総合整備対策事業

6 糸満市 糸満市農協 1,650㎡ 農業構造改善事業等

7 中城村 サンライズ農協 960㎡ 農業構造改善事業等

9 豊見城村 豊見城村農協 965㎡ 野菜産地総合整備対策事業

10 国頭村 やんばる農協 1,303㎡ 野菜産地総合整備対策事業

11 粟国村 粟国村 522㎡ 農業構造改善事業等

21 豊見城市 沖縄県農業協同組合 912㎡ 農業構造改善事業等

23 八重瀬町 沖縄県農業協同組合 804㎡ 特定地域経営支援対策事業

24 読谷村 沖縄県農業協同組合 2,472㎡ 特定地域経営支援対策事業

25 宮古島市 沖縄県農業協同組合 3,261㎡ 特定地域経営支援対策事業

26 糸満市 農業生産法人（同） 493㎡ 特定地域経営支援対策事業

三和野菜生産組合

28 豊見城市 沖縄県農業協同組合 863㎡ 特定地域経営支援対策事業

28 北大東村 北大東村 586.9㎡ 特定地域経営支援対策事業

元 宮古島市 合同会社伊良部島 676㎡ 特定地域経営支援対策事業

枝豆生産組合

2 石垣市 有限会社 平安名 840㎡ 特定地域経営支援対策事業
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（４）野菜価格安定対策事業の実施状況
ア 野菜価格安定対策事業のしくみ

事業名 重要野菜価格安定対策事業（県外） 重要野菜価格安定対策事業（県内）
項目 （県 単） （県 単）

すいか、さやいんげん、とうがん、 キャベツ、きゅうり、トマト、なす、へちま、

対 象 品 目 スイートコーン、さといも、ゴーヤー、 とうがん、ばれいしょ、島にんじん、

かぼちゃ（７品目） 島らっきょう（９品目）

対 象 市 場 県外市場 県中央卸売市場（県内市場）

対 象 者 県が産地認定した市町村管内の対象出荷 県が産地認定した市町村管内の対象出荷
団体 団体

作付面積：露地 ５ha 、施設３ha以上 作付面積：露地 ５ha、施設３ha以上
対象産地の要件 共同出荷率：２／３ 以上 共同出荷率：１／２ 以上

（但し、対象市町村及び対象品目毎） (但し、対象市町村及び対象品目毎)

事業開始年度及び 昭和５３年度開始 昭和５９年度開始
業 務 対 象 年 間 平成 ８～１０年度（３年間） 平成 ８～１０年度（３年間）

平成１１～１３年度（３年間） 平成１１～１３年度（３年間）
平成１４～１６年度（３年間） 平成１４～１６年度（３年間）
平成１７～１９年度（３年間） 平成１７～１９年度（３年間）
平成２０～２２年度（３年間） 平成２０～２２年度（３年間）
平成２３～２５年度（３年間） 平成２３～２５年度（３年間）
平成２６～２８年度（３年間） 平成２６～２８年度（３年間）
平成２９～３１年度（３年間） 平成２９～３１年度（３年間）
令和 ２～ ４年度（３年間） 令和 ２～ ４年度（３年間）

県１／３ 、市町村１／３ 、生産者１／３ 県１／３ 、市町村１／３ 、生産者１／３
資金造成負担割合

資 金 造 成 単 価 （保証基準額－最低基準額）×100% （保証基準価格－最低基準価格）×100%

東京中央卸売市場の県産野菜価格の過去８ 県中央卸売市場の過去８年間の加重平均価格
平 均 価 格 年間の加重平均価格を卸売物価指数で修正し を卸売物価指数で修正した価格の平均

た価格の平均
基
準 保証基準価格 平均価格 × ９０％ 平均価格 × ８０％
価
格 最低基準価格 保証基準価格から対象品目毎の資金造成単 平均価格 × ６０％
等 価を差し引いた価格

補てん算出方法 （保証基準価格－最低基準価格又は旬別 （保証基準価格－最適基準価格又は旬別
平均販売価格）×１００％ 平均販売価格）×１００％

①＞② ①＝② ①＜②
平 均 価 格

補 保証基準価格
て
ん 100%
の 100% 100% 補てんの価格帯
し
く ①旬別平均販売価格
み

②最 低 基 準 額
補 て ん 対 象 外

旬別平均販売価格
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事業名 特定野菜等価格安定対策事業 指定野菜価格安定対策事業
項目 （国 庫） （国 庫）

沖縄県対象品目 冬にんじん （１月１日 ～ ３月３１日）
にがうり（４月～５月、６月～９月） 春夏にんじん （３月16日 ～ ７月３１日）

対 象 品 目 オクラ （６月～９月） 冬レタス （１１月１日 ～ ３月３１日）
春レタス （４月１日 ～ ５月３１日）

＊にがうり、オクラは特認野菜 冬春トマト （１１月２１日 ～ ６月３０日）
冬春ピーマン（１０月２１日 ～ ６月１５日）

にがうり（関東、東海、近畿、九州、沖縄） (独)農畜産業振興機構の定める対象市場群に属
対 象 市 場 オクラ（関東、東海、近畿、中国、四国、 する市場等

九州、沖縄）

国、県が産地認定した出荷団体 指定産地における登録出荷団体
対 象 者

作付面積：5ha以上 作付面積：葉茎菜類、根菜類 20ha以上(16)
対 象 産 地 の ＊特認野菜については、おおむね3ha以上 果菜類 冬春期 8ha以上(6)
要 件

共同出荷率：2／3 以上 ( )は複合産地として指定する際の特例

共同出荷率：2／3 以上

昭和５２年度開始 昭和６１年度指定消費地域（那覇市）の指定
平成 ８～１０年度（３年間） 昭和６２年度産地指定(本部町、勝連町)
平成１１～１３年度（３年間） 平成 ６年度産地指定(糸満市)
平成１４～１６年度（３年間） 平成 ７年度産地指定(本島南部１０市町村)
平成１７～１９年度 (３年間） 平成 ８年度産地指定(豊見城村)

事業開始年度及び 平成２０～２２年度（３年間） 平成 ９年度産地指定(具志頭村)
業 務 対 象 年 間 平成２３～２５年度（３年間） 平成１０年度産地指定(宜野座村)

平成２６～２８年度（３年間） 平成１１年度産地指定(名護市)
平成２９～３１年度（３年間） 平成１２年度産地指定解除(本部町)
令和 ２～ ４年度（３年間） 平成１３年度産地指定（玉城村）

平成１６年度産地指定一部解除（勝連町）
平成１９年度産地指定解除（宜野座村）
平成２０年度産地指定解除（名護市）
平成２１年度産地指定解除（与那原町、

南風原町）

資金造成負担割合 国１/３ 、県１/３ 、市町村１/６ 、 国６０％、県２０％、生産者２０％
生産者１/６ ※県と生産者の負担率

冬にんじん、冬レタス、春レタスは70％
冬春トマト､春夏にんじん､冬春ピーマンは50％

資金造成単価 （保証基準価格－最低基準価格） ×８０％ （保証基準価格－最低基準価格）×補てん率*

過去６年間の市場価格の加重平均価格を 過去６年間の市場価格を卸売物価指数で修正
平均価格 卸売物価指数で修正した価格の平均 した価格の平均

基 保証基準価格 平均価格 ×８０％ 平均価格 ×９０％
準
価 最低基準価格 平均価格 ×５５％ 平均価格 ×６０％
格
等 （保証基準価格 （保証基準価格

－最低基準価格又は旬別平均販売価格） －最低基準価格又は旬別平均販売価格）
補てん算出 ×８０％ × 補てん率*
方法

*補てん率は産地区分に応じて異なる。
（産地区分Ⅰ：90%、Ⅱ：80%、Ⅲ：70% ）

特 定 指 定
平 均 価 格

補てんのしくみ 保証基準価格
産地区分毎 産地区分毎

80% 80% の補てん率 の補てん率 補てん価格帯
旬別平均販売価格
最低基準価格
旬別平均販売価格 補てん対象外
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（５） 沖縄県農業用廃プラスチック適正処理対策の概要

ア 経緯

国の法律

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）
・農業用廃プラスチックが産業廃棄物として指定（第２条第４項第１号）
・処理については、事業者（農家）責任が明確化（第３条）
平成９年６月法律改正
・平成１０年１２月１日から「産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度」施行
平成１６年９月法律改正
・平成１７年４月１日から「車両への表示及び書面備え付けの義務化」
平成１８年７月法律改正
・平成２０年４月１日から「産業廃棄物管理票交付等状況報告」

国の廃プラ適正処理基本方針

園芸用使用済プラスチックの適正処理に関する基本方針
（平成７年１０月２３日付け農林水産省食品流通局長通達）

・適正処理はリサイクル処理を基本とする
マテリアルリサイクル（使用済プラスチックの樹脂等への再生処理）
サーマルリサイクル（使用済プラスチックの油化燃料化等）

県の廃プラ適正処理基本方針

沖縄県農業用廃プラスチック処理基本方針（平成８年１２月策定）
・サーマルリサイクル（油化還元）の推進
・平成９年度減容施設の整備
・平成１２年度油化還元処理施設の整備
・適正処理協議会の設置

推進体制

沖縄県農業用廃プラスチック適正処理対策協議会
（平成２年９月設立）

北部地区農業用 南部地区農業用 宮古地区農業用
廃プラスチック 廃プラスチック 廃プラスチック
適正処理対策協議会 適正処理対策協議会 適正処理対策協議会
（平成１５年３月設立） （平成６年３月設立） （平成１１年３月設立）

イ 農業用廃プラスチック処理状況（令和２年度実績）

種類別年間排出量 単位：トン 処理方法別年間処理量 単位：トン
塩化ビニルフィルム 排出量 91.0 再生 処理量 477.4

割合 8.3% 割合 43.4%
ポリオレフィン 排出量 561.8 埋立 処理量 372.1
フィルム 割合 51.1% 割合 33.9%
その他プラス 排出量 235.3 焼却 処理量 111.3
チックフィルム 割合 21.4% 割合 10.1%
その他のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 排出量 210.8 その他 処理量 138.0

割合 19.2% 割合 12.6%
計 1098.9 計 1098.9

資料：沖縄県農業用廃プラスチック適正処理対策協議会「農業用廃プラスチックに関する調査」
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ア　農業用廃プラスチック種類別年間排出量 単位：ｔ

北　部 2.6 74.5 174.4 39.1 290.6 9.9 78.0 132.0 71.0 290.9

中　部 38.8 9.5 1.2 18.5 68.0 42.3 15.8 1.1 14.8 74.0

南　部 115.0 67.0 102.6 159.5 444.1 25.5 145.8 102.2 115.0 388.5

宮　古 0.0 228.0 0.0 0.2 228.2 0.0 211.0 0.0 0.2 211.2

八重山 10.5 188.8 0.0 10.1 209.4 13.3 111.1 0.0 9.9 134.2

合　計 167.0 567.8 278.3 227.3 1240.4 91.0 561.8 235.3 210.8 1098.9

イ　農業用廃プラスチック処理方法別年間処理量 単位：ｔ

北　部 136.1 31.1 116.1 7.4 290.7 124.9 36.8 117.2 12.0 290.9

中　部 3.0 13.8 43.6 7.5 68.0 2.4 24.4 43.2 4.0 74.0

南　部 94.0 22.2 327.9 0.0 444.1 6.5 30.9 317.0 34.1 388.5

宮　古 209.0 0.0 0.0 19.2 228.2 114.0 19.2 0.0 78.0 211.2

八重山 199.3 10.1 0.0 0.0 209.4 124.4 0.0 0.0 9.9 134.2

合　計 641.4 77.3 487.6 34.1 1240.4 372.1 111.3 477.4 138.0 1098.9

資料：沖縄県農業用廃プラスチック適正処理対策協議会「農業用廃プラスチックに関する調査」

合  計

地区名

令和元年度

地区名

令和２年度

塩化ビニル
フィルム

ポリオレフィン
フィルム

その他の
プラスチック

令和元年度

その他の
プラスチック

合  計

その他

塩化ビニル
フィルム

ポリオレフィン
フィルム

その他
プラスチック

フィルム

その他
プラスチック

フィルム

合　計

令和２年度

埋 立 焼 却 再 生 その他 合　計 埋 立 焼 却 再 生
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